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「江別市地域包括支援センター運営方針」は、介護保険法第１１５条の４７第１項に基

づき、地域包括支援センター（以下「センター」という。）の運営上の考えや事業実施の方

針及び江別市（以下「市」という。）との連携にかかる方針を明確にすることで、センター

の効果的かつ円滑な運営に資することを目的に策定する。 

 

 

ⅠⅠⅠⅠ    全体運営方針全体運営方針全体運営方針全体運営方針    

 １ 地域包括ケアシステムの推進 

第９期江別市高齢者保健福祉計画・第８期江別市介護保険事業計画に基づき、江別

市に住むすべての高齢者が、自分の意思で、自分が望む生活を送ることができるよう

地域全体で認め合い、支え合うまちづくりを目指すことを理念とし、担当圏域の社会

資源や地域の課題・ニーズを把握したうえで、地域包括ケアシステムの推進に向けて

センターに求められる役割の遂行に努める。 

特に、介護保険は自立を支援する制度であることに鑑み、自助としての高齢者自身

の介護予防や互助としての支え合い活動の普及啓発を進めるとともに、医療介護連携

による支援の強化、介護予防・日常生活支援総合事業の適正な活用、認知症の人やそ

の家族の支援などの取組を重点的に進める。 

 

２ 市及び関係機関等との連携 

   センターは、市と共同で管理者会議、職種別会議及び全体会議等を開催し、相互の

連携強化及び機能向上を図るとともに、常時密接に連絡を取り合い、高齢者支援等に

関する情報の共有や意見交換等を綿密に行うものとする。 

   また、地域の住民組織等の会議などに参加し、地域住民、民生委員、ボランティア

等との連係を深めるとともに、地域ケア会議や多職種研修会等の開催を通じて介護事

業者・医療機関・民生委員・ボランティア・専門職等とのネットワークを構築する。    

    

３ 公正性及び中立性の確保 

介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの委託先の選択、居宅サービス事業所

及び居宅介護支援事業所の紹介にあたっては、対象高齢者の特性に配慮しながら、公

正・中立を保つとともに、委託先や居宅サービス事業所の業務状況に配慮し、必要に

応じて適切な助言、確認を行う。 

 

４ 地域住民における認知度向上 

地域包括ケアシステムの構築を担う中核的機関であるとの自覚に立ち、あらゆる機

会を捉えてセンターの機能や役割の周知に努め、高齢者のみならず地域全体における

センターの認知度向上を図る。 

 



 
 

５ 運営体制の整備及び機能の強化 

   センターは、その職員の配置及び運営等にあたって、江別市地域包括支援センター

の人員及び運営に関する基準を定める条例の規定を順守するとともに、職員の資質向

上、情報管理の徹底、危機管理体制の整備などに努める。 

   また、センターに配置された三職種がそれぞれの専門的知見を最大限生かすととも

に、他職種と有機的な連携及び情報共有を図ることで体制整備及び機能強化に取り組

む。 

 

６ ＰＤＣＡサイクルの活用による機能強化 

センターは、その運営状況及び取組の推進状況等に関して自己評価を行うとともに、

介護保険事業等運営委員会を始めとした外部機関による評価や意見等を踏まえ、ＰＤ

ＣＡサイクルを活用した機能強化に努める。 

 

７ 新型コロナウイルス感染症への対策 

   新型コロナウイルス感染症は、高齢者や基礎疾患を有する者への重症化リスクが高

いと言われている。また、高齢者においては、基礎疾患を有する場合も多いことから、

高齢者に対する様々な相談や支援を担う機関として、感染症対策の関係機関と連携を

図りながら、感染症対策を徹底した上で各種事業に取り組む。 

 

 

ⅡⅡⅡⅡ    個別取組方針個別取組方針個別取組方針個別取組方針    

 １ 包括的支援事業の適切な実施 

（１）総合相談の受付 

    高齢者とその家族及び地域住民にとっての身近な相談拠点として、また介護・福

祉・医療等関係者にとっての専門相談機関として、高齢者の生活全般に関する相談

に適切に対応するとともに、高齢者等が相談しやすい環境の整備に努める。 

    また、新型コロナウイルス感染症に係る相談を受けた場合は、関係機関と連携を

図りながら適切な対応に努める。 

（２）権利擁護業務の強化 

    高齢者の権利侵害の未然防止及び早期対応に努めるとともに、虐待等を受けてい

る高齢者のみならず、養護者等が虐待行為に至る背景や課題を的確にとらえ適切な

支援を行う。 

   また、江別市成年後見支援センターを始めとした市内外の権利擁護に関する支援

機関及び専門職等と連携し、高齢者の権利擁護に係る体制整備に向けた取組を行う。 

   さらに、新型コロナウイルス感染症の拡大によって、感染者や医療・介護従事者

に対する差別や偏見に伴う権利侵害が社会問題となっていることから、感染症対策

の関係機関と連携し、高齢者が差別や偏見の被害を受けないように感染症に対する

正しい理解を図るとともに、被害を受けた高齢者の支援に努める。 



 
 

（３）介護支援専門員に対する支援・指導 

    介護支援専門員のスーパーバイザーとしての役割を常に自覚し、高齢者支援に関

する協議や助言・指導等を通じて、高齢者が自立した日常生活を営むことができる

よう包括的・継続的な支援を行う。 

    そのため、介護支援専門員から受けた相談を分類・整理して課題を把握するとと

もに、多職種による研修会等を開催計画にもとづき実施し、医療機関を始めとした

多様な関係機関とのネットワーク構築等を支援する。 

    また、あわせて、居宅介護支援事業所の介護支援専門員における自立支援のあり

方の共有及び浸透を図るための支援に努める。 

 

２ 介護予防に係るケアマネジメントの実施 

高齢者の自立を阻む要因を適切なアセスメントにより把握・分析する中から、その

人らしい生活の実現を図るために本人が目指す生活状況を家族や関係機関等と共有し、

評価可能な内容による短期目標及び長期目標を設定するとともに、目標の達成状況を

一定の期間ごとに評価することで評価と見直しを積み重ね、高齢者自身の能力を最大

限発揮した主体的な活動と合わせて、自立支援に資する介護予防ケアマネジメントに

より生活の質の向上を目指す支援に努める。 

なお、ケアプランの作成においては、医療・介護・福祉等の公的なサービスの利用

のみならず、住民主体の通いの場や見守り等のインフォーマルな支援の活用も検討す

る。 

 

３ 介護予防事業の推進 

（１）介護予防普及啓発事業の推進 

    身体・口腔機能の維持・向上、認知症予防、栄養改善など、自立した日常生活の

維持に必要な知識・活動を多くの高齢者に普及啓発するため、自治会や高齢者クラ

ブ等と密接に連携し、介護予防教室や介護予防出前講話を実施するほか、保健部門

と連携し、歯科衛生士及び管理栄養士等の派遣による通いの場を活用した健康づく

りに取り組む。 

（２）地域介護予防活動支援事業及び地域リハビリテーション活動支援事業の推進 

    高齢者の社会参加を促し、主体的な介護予防活動が継続されるよう、介護予防サ

ポーターの育成と合わせ、歯科衛生士、管理栄養士及びリハビリテーション専門職

等との連携により、住民主体の通いの場等の創出及び運営を支援する。 

    また、リハビリテーション専門職の協力により作成したオリジナルの運動ツール

等の普及を図り、高齢者の介護予防活動の効果向上に努める。 

（３）保健事業と介護予防の一体的実施 

    高齢者の介護予防を推進する上で、保健部門による健康づくりの視点に基づく予

防活動に加え、特に重症化リスクの高い後期高齢者に対する保健事業を介護予防と

一体的に展開する取組が重要となることから、市の保健部門及び国保健診部門と連



 
 

携し、地域の高齢者が参加する通いの場等に対して予防に資する各種取組の推進に

努める。 

（４）新型コロナウイルス感染症の正しい感染対策とフレイル予防の推進 

    高齢者の外出自粛生活が長期化することにより、生活不活発化からフレイル（虚

弱状態）になるリスクが高まっていることから、感染症対策に係る関係機関と連携

し、感染症の正しい知識と合わせて、新しい生活様式に基づくフレイル予防の取組

の推進に取り組む。 

 

４ 在宅医療・介護連携の推進 

   医療と介護の両面の支援が必要な高齢者に対して適切な支援が提供されるよう、医

療機関等との密接な連携に努める。 

また、医療介護の連携強化に向けて、江別市医療介護連携推進協議会に対してセン

ターとしての提言を行うとともに、同協議会が実施する各種取組に対して積極的に参

画し、その効果向上に向けた支援に努める。 

 

５ 社会参加と支え合いの体制づくり 

  自助及び互助の重要性を普及し、住民自らの支え合いの意識を啓発するため、市そ

の他関係機関等と連携して住民を対象とした意見交換会（フォーラム）を積極的に開

催する。 

また、地域資源や地域課題の把握に努め、生活支援体制整備事業における各層協議

体への参画や運営を通して、地域における支え合いや介護予防等の取組の支援に向け

た提言を行うとともに、各センターの圏域内地域における自治会、高齢者クラブ、地

域住民組織等における交流、見守り合い及び支え合いの醸成に向けた取組のほか、新

たな資源や機能の創出を行う。 

 

６ 認知症に関する総合的な支援 

（１）認知症に対する正しい理解の普及啓発 

    介護予防出前講話や認知症サポーター養成講座の開催等により、認知症の理解と

予防について、広く地域住民に対して普及啓発を行う。 

    特に、高齢者のみならず、児童・生徒や現役世代など、幅広い世代が認知症に対

する興味・関心を持てるような機会の創出に努める。 

（２）認知症を地域で支え合う体制の整備に向けた取組 

    認知症地域支援推進員を始めとした介護・医療・福祉関係機関のほか、認知症サ

ポーター、地域住民及び民間企業等と連携して、認知症の人及びその家族が地域に

認知症であることを打ち明けて、自分らしく安心して社会参加をしながら生活して

いくことができるように、地域で見守り合い、支え合っていくための体制整備の支

援に努める。 

（３）認知症の早期発見・早期対応に向けた取組 



 
 

認知症初期集中支援チーム及び医療機関と連携し、初期又は軽度の認知症と思わ

れる高齢者や、必要な医療及び介護サービスの利用に至っていない高齢者等の把握

に努め、早期の受診や適切な対応等に結びつくよう支援を行う。 

 

７ 地域ケア会議の推進 

（１）個別事例検討型地域ケア会議 

    複雑な課題を有する高齢者や、支援方法について慎重な検討を要する高齢者に関

して、医療機関や専門職、親族や地域住民等の関係者が協議する個別事例検討型地

域ケア会議を開催し、高齢者自身の望む生活や自立に向けたより良い支援に結びつ

ける。 

（２）自立支援型地域ケア会議 

    多様な専門職の視点を活かした意見交換を通じて自立に向けた適切な支援方策を

検討する自立支援型地域ケア会議に積極的に参画し、センター全体としてのケアマ

ネジメント能力の向上を図る。 

 （３）地域ケア会議の効果的な推進 

    地域ケア会議で定めた支援内容や決定事項を関係者間で共有し、その後の変化等

をモニタリングしながら継続的な支援に努める。 

    また、地域ケア会議を通じて多職種・多機関のネットワーク構築を図るとともに、

地域課題の抽出や検討に結びつけ、生活支援体制整備事業との連携を図りながら、

課題解決に向けた積極的な提言を市及び関係機関に対して行う。 

 

８ 災害や感染症への対策 

    災害発生時及び感染症拡大時においては、日頃からの高齢者一人ひとりによる災

害への備えや感染症対策を行う「自助」に加え、地域の中の見守り合いや支え合い、

助け合い活動を行う「互助」や「共助」の体制の強化が重要になる。 

    センターにおいては、センターが有する高齢者支援の役割と機能に加え、高齢者

支援に資する地域づくりの機能を意識し、高齢者が住み慣れた地域で安心安全な生

活が続けられるように、災害や感染症に係る関係機関との連携や協力の下、高齢者

や高齢者が暮らす地域において災害や感染症の対策に備えられるよう、必要な情報

提供を行うとともに、地域における「自助」、「互助」、「共助」の体制の強化に努め

る。 

 

     

ⅢⅢⅢⅢ    その他その他その他その他    

本運営方針に定める個々の取組について、必要と考えられる実施回数や到達基準等は

別に示すので、各センターにおいて目標達成に向けた適正な事業計画を立案し、実施に

努める。 


